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インフラシステムの海外展開のあるべき姿特集 インフラシステムの海外展開のあるべき姿

1.　‌�インフラシステム海外展開戦略‌
2030

国際社会は，気候変動等の地球規模課題の深刻
化，国際秩序への挑戦と分断リスクの深刻化，世
界各地での人道危機等といったさまざまな危機に
直面しており，インフラシステムの海外展開を取
り巻く環境についても急速に変化している。

このようなインフラ市場を取り巻く大きな環境
変化の中で，我が国のインフラシステムの海外展
開を推進するため，内閣官房長官を議長とした閣
僚級の会議「経協インフラ戦略会議」が設置され，
我が国企業によるインフラシステムの海外展開に
関するさまざまな施策等の議論が行われてきた。
今般，インフラや従来のインフラの概念を超えた
領域における今後の海外展開の方向性を示すた
め，「インフラシステム海外展開戦略 2025」を見
直し，2030 年を見据えた「インフラシステム海
外展開戦略 2030」（令和 6 年 12 月 24 日 経協イ
ンフラ戦略会議決定）が策定されたところである。

新戦略においては，2030 年に 45 兆円のインフ
ラシステムの受注額を目指すことが効果 KPI と
して設定されており，この目標達成に向けて，「①
相手国との共創を通じた我が国の「稼ぐ力」の向
上と国際競争力強化」，「②経済安全保障等の新た
な社会的要請への迅速な対応と国益の確保」，「③

GX・DX 等の社会変革をチャンスとして取り込む
機動的対応」という施策の 3 本柱の下で，具体的
な施策を推進していくこととされている（図－ 1）。

2.　‌�政府戦略を踏まえた国土交通省‌
インフラシステム海外展開行動‌
計画の策定

国土交通省においては，政府戦略である「イン
フラシステム海外展開戦略 2030」を推進するた
め，国土交通分野における今後取り組むべき主な
施策や我が国企業による受注を目指す主要プロジ
ェクトを取りまとめた，「国土交通省インフラシ
ステム海外展開行動計画（令和 7 年版）」を令和
7 年 6 月に策定した。

当該行動計画のポイントとしては，

国土交通省インフラシステム海外展開
行動計画（令和 7年版）について

国土交通省 総合政策局 海外プロジェクト推進課　企画専門官　山
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図－ 1　  「インフラシステム海外展開戦略 2030」に 
おける受注目標と 2022年までの受注実績
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